
厚生労働省　官房経費等に関する調書　様式３－１

官房経費等の状況

１．官房経費等の内容　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67,890                        百万円

(単位：百万円）

人件費 賞与引当金繰入額
退職給付引当金繰入

額
補助金等 委託費等 庁費等 その他の経費 貸倒引当金繰入額 資産処分損益 出資金評価損 減価償却費

（参　考）
決算額

54,201                        48,010                        3,072                          3,118                          -                                -                                -                                -                                -                                -                                -                                -                                -                              

12,473                        -                                -                                -                                2,476                          2,044                          5,836                          1,288                          308                            102                            -                                416                            -                              

1,214                          -                                -                                -                                -                                -                                -                                -                                -                                -                                -                                1,214                          -                              

1                                (-)                              (-)                              (-)                              -                                -                                1                                -                                -                                -                                -                                -                                -                              

67,890                        48,010                        3,072                          3,118                          2,476                          2,044                          5,837                          1,288                          308                            102                            -                                1,631                          -                              

２．ストック情報（主な資産等） (単位：百万円）

ストック内訳

たな卸資産 未収金 前払費用 その他の債権等 貸倒引当金 土地 立木材 建物

542,782                       2,265                          44,192                        14                              105                            △ 442                        -                                -                                -                                

94,300                        -                                -                                -                                -                                -                                57,392                        105                            26,450                        

637,082                       2,265                          44,192                        14                              105                            △ 442                        57,392                        105                            26,450                        

(単位：百万円）

ストック内訳

工作物 船舶 建設仮勘定 物品 無形固定資産 出資金 未払金 保管金等

-                                -                                -                                2,372                          122                            734,566                       △ 255                        △ 2                           

9,949                          27                              374                            -                                -                                -                                -                                -                                

9,949                          27                              374                            2,372                          122                            734,566                       △ 255                        △ 2                           

(単位：百万円）

ストック内訳

賞与引当金 退職給付引当金 その他の債務等

△ 13,883                    △ 226,146                  △ 126                        

-                                -                                -                                

△ 13,883                    △ 226,146                  △ 126                        

※「物にかかるコスト」及び「庁舎等」の区分に当てはめられてる「物品」・「無形固定資産」、「土地」・「立木竹」及び「建物」・「工作物」は、特定の政策に結びつけることが困難なため、

定員数により、当該政策に配分を行っている。

区　　　　分

合　　　計

備　考

物にかかるコスト

庁舎等

合　　　計

（所管：厚生労働省、一般会計、組織：検疫所、国立ハンセン病療養所、厚生労働本省試験研究機関、国立更生援護機関、地方厚生局、都道府県労働局、中央労働委員会、東日本大震災復興特別会計厚生労働省本省)

区　　　　分

物にかかるコスト

庁舎等

合　　　計

区　　　　　分

Ⅰ 人にかかるコスト

Ⅱ ①物にかかるコスト

　 ②庁舎等（減価償却費）

Ⅲ その他事業コスト

コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

区　　　　分

物にかかるコスト

庁舎等



３．参考情報

（１）当該政策にかかるコストの状況

①当該政策に配分された官房経費等の額 （単位：百万円）

合　計

21,986                        

1,152                          

3,776                          

844                            

18,231                        

3,684                          

950                            

1,320                          

6,088                          

593                            

742                            

430                            

7,896                          

192                            

-                                

67,890                        

②官房経費等に配分された当年度の公債にかかる利払費 （単位：百万円）

利払費 1,655                          

省庁別財務書類の公債関連情報として記載している利払費が、一般会計における「官房経費等」から「各政策に配分された官房経費等」を除いたコストを基準として官房経費等に配分された場合の額である。

（２）官房経費等の概要

各政策を総括し、各政策が円滑に実施されるよう総合調整を行うこと

（３）共通経費配分の方法

「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」及び「庁舎等」については、定員数等による配分を行っている。また、本省に一括して計上されている一部の人件費については、定員数により地方局・外局へ配分を行っている。

（４）その他

なし。

その他 -                                                                   -                                                                   -                                                                   

合　　　計 54,201                                                            13,688                                                            1                                                                   

13.国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品等の研究
開発の振興並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図る
こと

5,362                                                              2,534                                                              -                                                                   

14.国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること 70                                                                  122                                                                -                                                                   

11.高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らし
く、安心して暮らせる社会づくりを推進すること

272                                                                470                                                                -                                                                   

12.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること 157                                                                272                                                                -                                                                   

9.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動
する社会づくりを推進すること

4,621                                                              1,467                                                              -                                                                   

10.高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保
の仕組みの整備を図ること

217                                                                376                                                                -                                                                   

7.安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づく
りを推進すること

517                                                                433                                                                -                                                                   

8.ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉
サービスを提供するとともに、自立した生活の実現や安心の
確保等を図ること

484                                                                836                                                                -                                                                   

5.意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場に
おいて労働者の職業の安定を図ること

17,449                                                            782                                                                -                                                                   

6.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能
力を十分に発揮できるような環境整備をすること

3,316                                                              367                                                                -                                                                   

3.働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整
備すること

2,759                                                              1,016                                                              -                                                                   

4.非正規労働者の処遇改善、女性の活躍推進や均等待遇、
ワーク・ライフ・バランスの実現等働き方改革を推進すること

653                                                                190                                                                -                                                                   

1.安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを
推進すること

17,708                                                            4,278                                                              -                                                                   

2.安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進するこ
と

610                                                                540                                                                1                                                                   

政策評価単位 Ⅰ　人にかかるコスト Ⅱ　物にかかるコスト(庁舎等を含む。） Ⅲ　その他事業コスト


